
大豊町告示第104-4号 

 大豊町空き家活用社宅改修事業費補助金交付要綱を次のように定める。 

 令和８年６月１日 

大豊町長 下村 賢彦   

大豊町要綱第52号 

大豊町空き家活用社宅改修事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大豊町空き家活用社宅改修事業費補助金（以下「補助金」という。）の

交付に関し、大豊町補助金交付規則（昭和54年大豊町規則第８号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 大豊町内の空き家の有効活用及び若年層の労働力の確保を促進するための取組に要す

る経費に対して予算の範囲内で補助を行うことにより、移住定住を図ることを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 空き家 個人が居住を目的として建築し、併用住宅（住宅以外の用に供する部分の床

面積が延べ床面積の２分の１未満のものをいう。）を含んだ現に居住していない町内に存

在する住宅（共同住宅及び長屋を除く。）をいう。 

(２) 社宅改修 機能の回復又は向上のために空き家を利用して行う改築、増築、修繕、模

様替え及び設備改善をいう。 

(３) 補助事業者 法人格を有し、かつ、町内に事業所を有する団体又は事業を行い、かつ、

町内に事業所を有する個人をいう。ただし、国、地方公共団体及びその関係機関は除く。 

(４) 従業員 事業者に雇用され、かつ、町内の事業所に就労している者又は就労が決まっ

ている町外に住所を有している者で、社宅改修後に社宅に入居する者をいう。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の対象となる補助事業者は、次の各号に掲げる全てに該当する者とする。 

(１) 町内に事業所（現に事業を営む事業所、事務所、営業所、店舗等）を有している者 

(２) 補助金交付決定後、町内で５年以上営業する見込みのある者 

(３) 町税、県税等を滞納していない者 

２ 前項に該当する者のうち、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象者から除く。 

(１) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に基づ

く届出を要する事業を営む者 

(２) 宗教上の組織又は団体 

(３) 大豊町の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成24年大豊町規則第18

号）第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者 

(４) その他町長が適切でないと判断する事業を実施しようとする者 

（交付要件） 

第５条 補助金の交付対象となる社宅改修は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(１) 従業員が、入居時点で34歳以下の単身者、従業員及びその配偶者のどちらかが39歳以

下の夫婦又は18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子を養育している子育

て世帯のいずれかに該当する者であること。 

(２) 社宅改修の費用が150万円を超えていること。 



２ 前項の社宅改修は、同一物件につき１回限りとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、150万円とする。 

（補助金の交付の申請） 

第７条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（別記第１

号様式）に必要な書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付の決定） 

第８条 町長は、前条の規定による補助金の交付の申請が適当であると認めたときは、補助金

の交付を決定し、補助金交付決定通知書（別記第２号様式）により、当該補助事業者に通知

するものとする。 

（補助金の交付の条件） 

第９条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次の各号に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

(１) 補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出につ

いての証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならないこと。 

(２) 補助事業により取得した財産については、補助事業の完了後においても善良な管理者

の注意をもって管理するとともに、第２条に規定する目的に沿って効率的な運用を図らな

ければならないこと。 

（補助金の交付の決定の取消し） 

第10条 町長は、補助事業者が前条に掲げるいずれかに反していると認めたときは、補助金交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（変更の承認） 

第11条 補助事業者は、次の各号に掲げるいずれかに該当するときは、あらかじめ補助金変更

承認申請書（別記第３号様式）を提出し、町長の承認を受けなければならない。 

(１) 補助事業の中止又は廃止 

(２) 補助事業の完了予定年月日の延期 

(３) 補助金額の増額又は20パーセントを超える減額 

(４) 補助事業の重要な部分に関する変更（必要に応じて事前に町長に協議を要する。） 

２ 町長は、前項の補助金変更承認申請書の提出があったときは、内容を審査し、適当と認め

るときは、補助金変更決定通知書（別記第４号様式）により、補助事業者に通知するものと

する。 

（実績報告等） 

第12条 補助事業者は、補助事業が完了した場合には、補助金実績報告書（別記第５号様式）

を補助事業の完了の日から起算して30日を経過した日又は補助事業の完了の日が属する年度

の３月31日のいずれか早い期日までに提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書には、実施した補助事業の内容が分かる資料（写真、図面、請求書、領

収書等）を添付しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第13条 町長は、前条の規定による報告があった場合には、内容を審査し、適当と認めるとき

は、補助金の額を確定し、補助金交付確定通知書（別記第６号様式）により、補助事業者に

通知するものとする。 

（概算払） 



第14条 補助事業者は、規則第14条ただし書の規定に基づき補助金の概算払の請求をしようと

するときは、概算払請求書（別記第７号様式）を町長に提出しなければならない。 

（遂行状況の報告等） 

第15条 町長は、必要があると認めた場合には、補助事業者に対して事業の遂行状況の報告を

求め、又は必要な調査を行うことができる。 

（財産の処分の制限） 

第16条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で当該財産の取得価

格又は効用の増加価格が50万円を超える施設財産、機械及び機具等のうち、減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の定める耐用年数を経過していないも

の（以下「施設財産等」という。）を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

廃棄し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、町長が特に必要があると認めた

場合は、この限りでない。 

２ 町長は、前項ただし書の規定を除き、施設財産等を目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

廃棄し、貸し付け、又は担保に供することを承認しようとするときは、その交付した補助金

の全部又は一部に相当する金額を町に納付すべきことを命ずることができる。 

３ 補助事業者は、取得財産等について、大豊町移住定住総合支援補助金取得財産等管理台帳

（別記第８号様式）を備え管理しなければならない。 

（情報の開示） 

第17条 補助事業又は補助事業者に関して、大豊町情報公開条例（平成13年大豊町条例第２

号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条に規定する非開示項目以外の項目は、

原則として開示を行うものとする。 

（その他） 

第18条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和８年６月１日から施行する。 
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別記第２号様式（第８条関係） 

 



別記第３号様式（第11条関係） 

 



別記第４号様式（第11条関係） 

 



別記第５号様式（第12条関係） 

 



 
別記第６号様式（第13条関係） 

 



別記第７号様式（第14条関係） 

 



別記第８号様式（第16条関係） 

 


